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Abstract 
 This study discusses the characteristics and issues of diversity management of 
Japanese large company. Recently, workforce diversity advances in Japanese company, 
however the companies are behind the global business environment in diversity 
management.  In this study, the author analyzed the cases of 84 large companies 
which are awarded as “Diversity Management Selection 100；best practice of diversity 
management in Japan“by Ministry of Economy, Trade and Industry．The views of the 
analytical framework are diversity and inclusion initiatives ,  the human resource 
management system and business achievement. As result, firstly, many  companies 
clarify cooperate philosophy, promote diversity  by the top management.  Secondly, 
they implement to establish of flexible working hours and place. Especially they 
focused on initiative for women such as active recruitment, skill development and 
career progression. On the other hand, there are a few initiatives of evaluation, 
promotion and compensation to fit the diversity of human resource．Also, consciousness 
and skill development for the manager is less effective．Thirdly, it is found in many 
cases that business achievement is generated by women characteristics．This case 
study implied that it is necessary to transform the human resource management 
system and inclusion practice for workplace climate in order to utilize not only women 
but also  the diversity of human resource．   
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Ⅰ .研究目的と問題意識  
日本において ,多様な人材の能力発揮を経営成果に結びつける「ダイバーシティ経営」が
注目され ,ダイバーシティ・マネジメントの取組みを導入・推進する企業が出てきている .
ダイバーシティ経営とは ,「多様な人材を受け入れ ,それぞれが保有する能力を活かし ,経営
成果として結実するようにマネジメントをすること」(佐藤 2016) である 1.人材の「ダイ
バーシティ」は様々な次元での相違を意味し ,ダイバーシティ経営における「インクルージ
ョン」とは ,多様な人材が ,お互いを受容し ,組織成果を生み出すことができる状態と定義で
きる .それには ,多様な人材が能力を発揮する仕組みや風土が必要となる .  
昨今 ,日本では ,女性活用や働き方改革に関する法整備が行われている 2 .また ,企業の取組
みの評価や ,取組みを促進するために「くるみん」や「えるぼし」といった認定が行われて
いる 3.企業のグッドプラクティスの紹介や表彰も開始された . 経済産業省による「ダイバ
ーシティ経営企業 100 選」や ,NPO の J-Win（ジャパン・ウィメンズ・イノベイティブ・
ネットワーク）による J-Win アワード等から ,ダイバーシティ経営の事例が見て取れる .し
かし ,法整備や企業の取組みを推進する活動が行われているものの , 世界における日本企
業のダイバーシティに関する位置づけは ,未だ低い .例えば ,世界経済フォーラムによる GGI 
(ジェンダーギャップ指数）の 2017 年度ランキングは 144 か国中 114 位と OECD 加盟国
では韓国に次いで低い .また ,トムソン・ロイター社による「Diversity & Inclusion（D&I）
Index 2016 」では ,日本企業で 25 位以内にランクインしたのは 1 社のみで ,100 位以内で
は 4 社であった . 
日本でダイバーシティ経営が進まない要因はどこにあるのだろうか .人材の多様化が進
展しているものの ,人材の多様化だけでは経営成果に結びつかず ,人材活用や組織運営面で
取り組むべき課題も多い . 人材が多様化すれば , 働き方も多様化し , 働き方改革に取り組
む企業も出始めている . また ,日本の企業 , とりわけ大企業では , 男女役割分業を前提とし
て「無限定 4」な働き方を受容できる男性など同質的な人材像に依拠した人事管理システ
ムを構築し , 運用してきていることが , 人材の多様化に対応できない面があると指摘され
ている (濱口  2011,2013, 海老原  2013)．働き方改革だけではなく , 人事管理システムの変
革が不可欠となるといった議論がされている (佐藤 2016).  
 以上を踏まえると , 日本の企業におけるダイバーシティ経営の課題を解く鍵として ,3 つ
の問いが設定できよう .すなわち ,第 1 に人事管理システムはダイバーシティ経営に適合し
たものになっているのか , 第 2 にその人事管理システムは意図どおりに運用され , 職場で
は多様な人材を受け入れる組織風土になっているのか , 第 3 にダイバーシティ経営の取り
組みは経営成果に結びついているか ,の３つの問である . 
以上の問題意識から ,本研究では ,日本でダイバーシティ経営が進んでいるとされる企業 ,  
とりわけ従来の日本型人事管理システムの運用が想定される大企業を取り上げ ,ダイバー
シティ・マネジメントの取組みとそれが人事管理システムの改革と結びついているのかど
うか , そしてそれらの取り組みが経営成果に結びついているかを明らかにする .  
 
Ⅱ .先行研究と課題  
 ダイバーシティ・マネジメントに関する研究は ,先達である欧米で ,事例研究や大規模デ
ータセットによる数量分析など多くの実証研究の蓄積がされ ,理論的な分析もされてきた .
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本稿では ,日本企業を対象とした先行研究を前節の問いの 3 つの側面からレビューする . 
第 1 に ,ダイバーシティ経営と日本の人事管理システムや雇用慣行の関係に関する研究
である .ダイバーシティ経営と人事管理システムの関係では ,これまでの同質人材を前提と
し た 雇 用 シ ス テ ム で は , 人 材 の 多 様 化 に 対 応 で き な い こ と が 議 論 さ れ て い る ( 濱 口  
2011,2013,海老原 2013).濱口 (2011,2013)が定義した日本企業の特徴である「職務の定めの
ないメンバーシップ型」雇用において ,メンバーシップとメンバーシップ外を区別する人事
管理システムが異質で多様な人材を受容する組織風土や多様なキャリア形成の阻害要因に
なっていると指摘した . 日本型雇用処遇制度は ,新卒一括採用 ,学歴別年次管理による一括
管理 ,フルタイム勤務の画一的な働き方 ,会社主導の配置・異動の特徴を持つ .これに対比し ,
佐藤 (2016)は ,ダイバーシティ経営に適合した人事管理システムの方向性として ,個別管理
の雇用処遇制度と育成計画 ,全社員の多様で柔軟な働き方 ,自己選択型キャリア管理を理念
型として提示し ,人事管理システムの改革の必要性を主張している . 人事管理システムの
改革の実行が ,ダイバーシティ経営にどう影響したのかの事例研究は ,まだ少ない . 
第 2 には ,多様な価値観を持ち様々な働き方を受容する組織風土改革に関する研究であ
る . 本稿では ,インクルージョンの前節の定義に基づき ,これらの取組みをインクルージョ
ン施策と呼ぶ . 時間制約のある社員を想定した仕事管理・時間管理と共に職場風土の重要
性を説いた研究（佐藤・武石  2010, 佐藤・武石  編著 2011,2014）や ,管理職の職場での影
響に関する研究 (佐藤編著 2014)などがある . 後者では ,自らメリハリのある働き方をし ,自
分の生活を大切にしている ,及び部下のワーク・ライフ・バランスを考慮し支援する管理職
(ワーク・ライフ・バランス管理職と呼ぶ )は ,部下の価値観やライフスタイルの変化に適応
してマネジメントを変えることができることを指摘した .また , ワーク・ライフ・バランス
を実現するためには ,職場のマネジメントを中心的に担う管理職の支援が重要であるとい
った議論もされている（武石  20011） . このようにワーク・ライフ・バランスの実現と職
場風土や管理職のマネジメントの重要性は指摘されているが , ワーク・ライフ・バランス
だけではなく , 多様な人材の能力を活かして成果を出すといったダイバーシティ・マネジ
メントの視点に広げた研究はされていない .日本企業のインクルージョンに関する研究は
少ないが ,人材の多様性を高める施策は実施されているものの ,組織やマネジメント変革と
いったインクルージョンのための施策に取り組んでいる企業は少ないといった事例研究が
ある (松丘 2014). 日本企業が意識的にインクルージョン推進に取組み始めてからは日も浅
く ,データの蓄積が望まれる .また , オルコット (2009)は , M&A による人材の多様化と雇用
システムの変化に関する研究を日本企業に関して行い , 雇用を含めた制度が変更されても , 
それらの運用に関する組織風土の変革には困難が多いことを指摘した．これは , ダイバー
シティ経営に適合する人事管理システムに変更できたとしても , 組織風土など運用面での
課題が残る可能性 ,及びインクルージョン施策の必要性を示唆している．  
 第 3 に ,経営成果に関しては ,企業におけるダイバーシティ推進の取組み施策や構成員の
多様性と ,経営成果の関係に関する研究がある .経営成果は ,企業の売上や利益 ,生産性など
の財務面の指標 ,従業員のモチベーションや定着率 ,問題解決能力や創造性などの非財務面
の指標の 2 つに大別される (谷口 2005). 前者の財務面に関係する研究によると , ①管理職
に占める女性比率などが高い企業は財務面でのパフォーマンスが高いこと (経済産業省
2005),②ポジティブ・アクションの取組みは ,女性の勤続年数・役職増加 ,さらに経営パフォ
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ーマンスの上昇にプラスの影響を及ぼす (渡邊・坂東  2008)といったことが明らかにされて
いるが ,データの制約から因果関係を明らかにできる分析ではない .つぎに非財務面に関す
る研究では ,男女機会均等施策や女性活躍推進施策 ,さらにワーク・ライフ・バランス施策
が従業員の仕事意欲や企業の採用力 ,人材の定着率向上に貢献する（佐藤・武石  編著 2008）
ことが明らかにされている . 欧米でも ,多くの事例研究や計量的な実証研究が蓄積されて
きたものの ,一貫した結論が導き出されていない 5 (Joshi and Roh 2009,Horwitz 2007).  
いずれの側面においても ,日本企業の事例研究は少なく ,実証は今後の課題である .本研究
では , 日本の企業 ,特に大企業に焦点をあて , ダイバーシティ経営における人事管理システ
ムの特徴及びダイバーシティ推進の取組みと経営成果の実態を明らかにする . 
本稿で分析対象とする企業は , 後述するように日本でダイバーシティ経営の先進企業と
して「経済産業省：ダイバーシティ経営企業 100 選（平成 24 年度～27 年度）」において
表彰されたものである .「ダイバーシティ経営企業 100 選」の表彰企業を分析対象とした理
由は ,女性活用に限定されない多様な人材を対象としていること ,成果に注目していること ,
一定の基準による 5 年間の継続調査であることである .詳細は ,Ⅲ章を参照されたい . 
 
Ⅲ . ダイバーシティ経営企業 100 選の仕組みと表彰企業の特徴  
ダイバーシティ経営企業 100 選は ,経済産業省が ,ダイバーシティ経営に取り組む企業の
すそ野拡大と産業・経済の発展を目指して ,ダイバーシティ経営を経営成果に結び付けてい
る企業を選定するもので ,平成 24 年度から開始された .「ダイバーシティ経営企業 100 選」
は ,平成 24 年度から 26 年度までの 3 年間で 140 社 (応募企業 455 社 ) が選定され ,平成 27
年度・28 年度は「新・ダイバーシティ経営企業 100 選」として新たに 65 社 (応募企業  270
社 )が選定された .ダイバーシティ経営の定義を「多様な人材を活かし ,その能力が最大限発
揮できる機会を提供することで ,イノベーションを生み出し ,価値創造につなげている経営」
とし ,取組みだけではなく ,経営上の成果を表彰企業選定の評価対象としている .  
 
1. 審査・選定プロセス  
 応募資格は ,応募時点までの過去 1 年間で労働関係法令に関して ,重大な違反がないこと
を満たす民間企業である . 有識者で構成する運営委員会が ,書類審査 (1 次審査 )とヒアリン
グ審査 (2 次審査 )に基づく最終選考を行っている . 
 第 1 次審査では , 活躍推進に注力している人材の種類 , 全社的な経営戦略とダイバーシ
ティ推進の位置づけ ,取組み内容 , 成果の項目を応募書類によって審査する .活躍推進に注
力している人材の種類は女性 ,外国人 ,チャレンジド (障がい者 ),高齢者 ,LGBT（性的少数者）,
キャリア・スキル・経験の多様な人材 ,その他（全社的な働き方改革等）としている .労働
関係法令については ,障がい者雇用率 ,育児休業制度 ,介護休業制度 ,労働時間・有給休暇取得
率・平均勤続年数・長時間労働是正の取組み ,採用状況に関し ,法定遵守を前提としている . 
書類審査を通過した応募企業には ,2 次審査として ,ダイバーシティ推進担当部署・経営ト
ップ (経営企画・人事担当役員含む )や事業部門現場管理職などに ,ヒアリング審査を実施し
ている . 
2. 選定基準  
 選定基準は ,取組み内容と ,経営成果の 2 つである . 
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取組み内容の評価ポイントは ,第 1 に実践性として ,制度導入などの形式的な取組みにと
どまらず ,人材活用の取組みが現場レベルで実践されていること ,第 2 に革新性・先進性と
して ,従来とは異なる新たな取組みを進めていたり ,あるいは同業・同規模他社に先がけた
取組みを開始するなど ,「モデル」として他企業の参考になること ,第 3 にトップのコミッ
トメントとして ,経営トップがダイバーシティ推進のプロセスに関わり , その推進状況に
ついて継続的にチェックしていることの 3 点である .以上の 3 つの評価ポイントは ,平成 25
年度から 28 年度まで ,同様に挙げられているが ,「新・ダイバーシティ経営 100 選」からは ,
より成果が出ているかが強調されている . 
経営成果の評価ポイントは ,多様な人材の能力発揮を通じて ,イノベーション創出や生産
性向上等の経営上の成果を上げていることとし ,例として ,新商品・サービスの開発などの
プロダクト・イノベーション ,業務の効率性・創造性の向上といったプロセス・イノベーシ
ョン ,顧客満足度や市場の評価といった外的評価 ,そして従業員のモチベーションや満足度
向上といった職場内効果の 4 つの成果が挙げられている .前者 2 つのイノベーションは ,企
業の収益・業績に直結しうる直接的効果 (財務的価値 ),後者 2 つは ,企業の収益・業績に間接
的効果 (非財務的価値 )をもたらすものとしている (図 1). 
 
図 1 ダイバーシティ経営の成果イメージ  出所  『平成 27年度新ダイバーシティ経営企業 100選ベストプ
ラクティス集  』経済産業省 ,2016 p4  
 
3. 分析対象の表彰企業  
 平成 24 年度から 28 年度までのダイバーシティ経営企業 100 選の表彰企業 (以下 ,表彰企
業と略 )は ,従業員数が 300 人を超える大企業が 106 社 ,300 人以下の中小企業が 99 社であ
る .業種は ,大企業では ,製造業 (45 社 ,42%),金融業・保険業 (20 社 ,19%),情報通信業 (14
社 ,13%)の順 ,中小企業では ,製造業 (45 社 ,45%)・サービス業 (16 社 ,16%),卸売業・小売業 (9
社 ,9%)の順で多い .分析したデータは ,表彰企業の取組みと成果をまとめたベストプラクテ
ィス集 6 と ,表彰企業を対象に実施したアンケート結果の 2 つとした . 
表彰企業から ,従業員 1000 人以上の企業 (平成 24 年度から 27 年度 )の 84 社を分析対象
とした .法律上の大企業として定義される 301 人以上のうち ,301 人から 999 人の企業は 9
社のみのため ,より大企業の人事管理の特徴を明確にするために , 1000 人以上の大企業に
分析を限定した . ベストプラクティス集には企業情報 ,ダイバーシティ経営の背景とねら
い ,ダイバーシティ経営推進のための具体的取組み ,ダイバーシティ経営による成果 ,取組み
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の対象としている人材の属性が掲載されている . 
加えて , 以下の分析では ,表彰企業を対象に実施された「表彰後の状況」に関するアンケ
ート調査結果 6 (以下表彰企業アンケート調査と略 )を活用する .表彰企業アンケート調査は ,
平成 24 年度から 27 年度の表彰企業の内 ,2016 年度 9 月現在で事業を継続している 172 社
を対象に実施され ,回収数 150 社 (回収率 87.2%)である .その内 ,300 人以上の大企業 79 社の
調査結果を利用する .301 人以上の大企業の調査結果であるが ,平成 24 年度から 27 年度の
大企業 93 社の内 ,本報告の分析対象の 1000 人以上の企業の 84 社は約 9 割のため ,表彰企
業アンケートの 1000 人以上の企業の割合もほぼ重なると想定した . 
 
Ⅳ .分析の枠組みと分析方法  
1. 分析の枠組み  
本稿の目的は ,ダイバーシティ経営で成果が出ているとされる日本の企業の特徴 ,とりわ
け大企業の施策や人事管理システムの特徴を明らかにすることにある .企業におけるダイ
バーシティ推進の取組みがもたらす効果を分析する枠組みを 3 つの構成要素と関係で設定
した (図 2).これらの視点は ,それぞれ先行研究のモデルに依拠している . 構成要素は ,内部
システム , 組織風土 , 経営成果である . 企業の制度や施策からなる内部システムは ,組織風
土に影響を及ぼす . 内部システムが経営成果に直接影響するパスと , 組織風土を経て成果
に影響するパスの 2 つが考えられる . また ,経営成果は従業員のモチベーション向上や人材
確保などの人材面での成果と ,生産性や創造性の向上といったイノベーション創出 ,それに
伴う顧客満足度や市場での評価向上といった外的評価がある .  
この枠組みは ,人的資源管理システムが従業員の行動態度に影響を与え ,人材面で良い成
果を経て企業の業績が高まるという戦略的人的資源管理論のフレームワーク（守島  1996）
の考え方に依拠した .   
また ,内部システムと組織風土については ,制度や施策からなる内部システムは ,価値・集団
規範といった組織文化に影響を及ぼすというモデルを援用した . (産業・組織心理学会 2009 
p225 図 1「組織文化の構成内容」 ,酒井 2016 p48 図 1).  
以下に ,それぞれの構成要素について具体的に見ていこう .  
 
 (1) 内部システム  
第１の構成要素は ,企業の制度や施策からなる内部システムである .内部システムに該当
する企業の取組みをダイバーシティ&インクルージョン施策と人事管理システムとの 2 つ
に分けた .ダイバーシティ経営において ,人材の多様化を進め ,それに適合する人事管理シス
テムの制度を整備したことが ,職場で機能し ,成果として結実するには ,多様な人材を受容し
活かすための組織風土を形成する必要がある .その促進施策をダイバーシティ＆インクル
ージョン施策とした .企業によっては ,既に組織風土が醸成され ,人事管理システムが意図ど
おりに機能している場合は ,促進施策を必要としない場合があることも勘案した . 
 
(a) ダイバーシティ&インクルージョン施策  
ダイバーシティ&インクルージョン施策は ,多様化した人材への支援や ,多様な人材を受
容し活かすための組織風土を形成する取組みである .経営での位置づけ ,働き方改革 ,風土醸
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成の施策や ,管理職のマネジメント変革等が該当し ,4 つのカテゴリーとした . 
1) 経営での位置づけ：ダイバーシティ経営を推進するには ,経営理念や経営戦略との整
合性が重要となる . これは ,戦略的人的資源管理論のフレームワークにおいて ,経営戦
略と人事戦略・人的資源管理施策とのフィットを示す外的整合性 (Guest 1997,守島  
1996)が重要視されていることからも言える . 
2) 働き方改革：人材が多様になれば ,働き方にも多様が求められる . 時間や場所に制約
がある従業員への対応や ,多様な人材にとって働きやすい環境の整備が必要となる . 
3) インクルージョン施策：職場での多様な人材の活用と価値観を受容する風土を醸成す
る施策 . 組織風土に関しては ,次節を参照 . 
4) 管理職のマネジメント：働き方改革や組織風土改革 ,人材育成には直接部下の人材管
理を行う管理職自身の変革が重要となる 7(Shen 2009). 
 
（b）人事管理システム  
人事管理システムは ,雇用管理と報酬管理を構成要素 8 とした . 雇用管理は ,採用 ,配置・
異動 ,労働時間と場所 ,能力開発 , 報酬管理は ,評価 ,昇進・昇格 (格付け制度含む ),賃金の 7 つ
の要素とした . 
 
(2)組織風土     
第 2 の構成要素は組織風土である .ダイバーシティ経営が定着するためには ,従業員の多
様な価値観や働き方 , キャリア形成を受容する組織風土が必要となる．制度や施策などの
仕組みが整備されているだけではなく , 人事管理システムの運用時に意図どおりに機能す
るような職場での組織風土が必要となることによる．例えば , 佐藤  (2010)は , ワーク・ラ
イフ・バランス実現への取組みを 3 階層構造の建物にたとえ ,「仕事管理や時間管理など人
材マネジメントと働き方の改革」が 1 階に , 「ワーク・ライフ・バランス支援のための制
度導入と制度を利用できる職場づくり」が 2 階部分に該当し , 土台には「多様な価値観 , 生
き方 , ライフスタイルを受容する職場づくり」であるとしている . 企業において ,支援制
度・施策の導入がと考えられがちであるが , 多様な人材が職場で成果を出すためには , 組
織風土が重要となる .組織風土は以下の 2 つからなる (図 2 の中央 ).  
第 1 は , 多様な人材を活用する組織風土である．性別・年齢・国籍・LGBT などの 1 次
的属性や , 学歴 , 職歴 (特に , 日本企業においては , 新卒入社の従業員と経験者採用の従業
員 ), 勤続年数 , 労働時間 (正社員の短時間勤務や時間外労働免除等 )や勤務場所（サテライ
トオフィスや在宅勤務等のテレワーク )といった働き方の 2 次的属性に囚われずに , 人材を
活用するための組織風土である．具体的には , 人事管理システムの運用時 ,すなわち ,格付け
や評価の実施時 , 能力開発・配置・異動時に , これらの属性による排除はせず , 機会均等と
いったことが挙げられる．  
第 2 に , 多様な価値観やライフスタイルを受容し尊重する組織風土である．具体的には ,  
職場で多様な意見やアイデアを言える , 管理職が画一的な働き方やキャリアモデルを前提
とせず , 多様な部下をマネジメントできることを指す．また ,従業員がワーク・ライフ・バ
ランス支援の施策や , その他 , 人事制度を利用しやすい風土も含む . 育児休業や短時間勤
務制度 , 在宅勤務制度が導入されていても , 制度の利用がしにくい , もしくは利用するこ
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とによって不利益を被るといった職場の事例がある．そういった風土は , 多様な働き方や
ライフスタイルを受容する職場とは , いえないことによる．  
  
(3) 経営成果  
第 3 の構成要素の取組みの経営成果は ,ダイバーシティ経営 100 選が提示している直接
的成果であるプロダクト・イノベーション ,プロセス・イノベーション ,間接的成果である
外的評価の向上 ,主として人材面での職場内の効果のカテゴリーとした（図 1）.前節の先行
研究で述べたように ,成果には財務面と非財務面があるが , 売り上げや利益といった財務
指標は , 本稿のデータからダイバーシティ推進の取組みとの関連性は導き出せないため ,
分析の対象としない .  
 
(4) 人材の多様度  
もう一つの視点として性別・国籍・障がい者・LGBT といった人材の多様化度を見る . ダ
イバーシティ経営の目的は ,人材を多様化することではないが ,男性・日本人・新卒採用が
大半を占める日本企業において ,どの程度 ,構成要員が多様化しているかを一つの分析視点
として取り上げた .特に ,日本企業では , 管理職に占める女性の比率が低いことが指摘され
ている．なお ,人材の多様度は ,内部システムの変更による結果の可能性はあるが ,それ自体
が経営成果ではないことから図 2 の枠組みには入れていない .  
 
図 2 ダイバーシティ経営における取組みと成果の分析枠組み    
 
2. 分析方法  
分析にあたり ,前節の分析の枠組みとダイバーシティ経営 100 選の枠組みを対応させた .
ダイバーシティ経営 100 選の主な項目は ,取組みと成果である . 取組みに関しては ,ダイバ
ーシティ経営の基本的な考え方と進め方として ,(1)ダイバーシティを経営戦略として進め
るために ,(2) 多様な人材が活躍できる土壌をつくるための人事制度・人材登用 ,勤務環境・
体制の整備 ,社員の意識改革・能力開発 ,(3)多様な人材の活躍を価値創造につなげるために ,
の 3 つの取組みの枠組みを提示している . その取組みの成果として ,直接的成果のプロセ
ス・イノベーション ,プロダクト・イノベーション ,間接的成果の職場内の効果 , 外的評価の
向上の 4 つのカテゴリーを挙げている（図 1） . 本稿の分析の枠組みの各構成要素と ,ダイ
バーシティ経営 100 選の 3 つの枠組みに基づく該当する項目を整理した (表 1).  
「ダイバーシティ経営企業 100 選」のベストプラクティス集に掲載されている各社のダ
イバーシティ経営の背景とねらいとダイバーシティ経営推進のための具体的取組みから ,
前述のダイバーシティ&インクルージョン施策の 4 つのカテゴリー ,人事管理システムの 7
つの要素に分類をした .取組みには複数のカテゴリーを包含するものもあるが ,特に重要だ
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と考えられる特徴に注目し ,筆者の判断で一つのカテゴリーに割り当てている .各社の事例
から ,該当する取組みを抽出し ,その取組み数をマッピングした（表 1).一つの企業で ,一つの
項目に複数の取組みがあれば ,その数としている .成果に関しても同様に ,成果数を 4 つのカ
テゴリーにマッピングした .また ,各カテゴリーで ,特徴的な事例を整理した .以下 ,それぞれ
の取組みと成果について ,具体的に特徴をみていく .  
本稿では ,表彰企業の取組みと成果の特徴 , 分析の枠組み (図 2)の内部システムの各構成要
素と経営成果を分析対象とする . なお , ダイバーシティ経営 100 選に掲載されている企業
事例のデータの制約から ,組織風土の実態と各構成要素の関係 , すなわち内部システムと
組織風土の関係 , 内部システムと経営成果 , 組織風土と経営成果の関係は議論しない (図
2 の点線部分 ). 本稿では , 議論しないが ,この枠組みに基づき ,今後の研究課題として構成
要素の関係を定量調査での分析に発展させたい . 本稿では ,基礎データとして , 構成要素の
実態を明らかにする . 
 
Ⅴ .分析結果と考察  
1. 企業の属性と対象人材の特徴  
分析対象企業の業種は製造業 (35 社 ,42%),金融業・保険業 (17 社 ,20%),情報通信業 (12
社 ,14%)の順で多い .「多様な人材」の定義は ,ダイバーシティ経営企業 100 選では ,性別 ,年
齢 ,国籍 ,障がいの有無 ,キャリアや働き方の多様性とされており ,新・ダイバーシティ経営企
業 100 選からは ,人種・性的指向・宗教・信条・価値観が追加されている .ダイバーシティ
経営の取組み対象の人材の中で ,「キャリア・スキル・経験」の多様な人材は ,中途採用・
子育て後の復職などにより多様なルートで採用・登用されている人材などを指す .会社が教
育・職業訓練などの機会を積極的に提供することで ,既存の人材に多様な能力や知見を身に
着けさせるような取組みを行っている場合などは「限定なし」とされている . 
表彰企業が取組み対象としている人材は ,女性が 83%と高く ,外国人・障がい者が共に
29%,キャリア・スキル・経歴の多様な人材が 24%,高齢者が 11%,「限定なし」が 19%とな
っている .表彰企業アンケート調査でもダイバーシティ経営において重視する人材は ,同様
の結果となっている .日本においてダイバーシティを推進する際の多くの企業が女性を重
視してきた傾向が ,表彰企業でも確認できる .   
一方で ,外国人を重視および対象とした取組みを実施している企業は 3 割程度と ,まだ少
ない .外国人を対象として取り組んでいる企業は ,事業のグローバル化に伴う人材のグロー
バル化が背景となっている事例が見られる (日立製作所 ,日立物流 ,サントリー等 ).キャリ
ア・スキル・経歴の多様な人材を対象とする企業はまだ少ないが ,転職者・出向者を多様な
人材として明示している企業もある (日本たばこ ).LGBT（性的少数者）への取組みは 1 件
のみである（大阪ガス） .「限定なし」を選択した企業では ,属性で区別しない全社員対象
の働き方改革 (日本マイクロソフト ,SCSK など ) を推進している例が挙げられる . 
 
2. 取組みの特徴  
本節では表彰企業におけるダイバーシティ経営の取組み内容について ,Ⅳ章の分析の枠
組みに基づき ,カテゴリー毎に ,取組み数と事例の特徴をみていく (表 1). 
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(a)ダイバーシティ&インクルージョン施策  
1) 経営での位置づけ  
 日本企業でのダイバーシティ推進は ,男女雇用機会均等法の 1986 年の施行により ,女性
活用の取組みが本格的に始まった時点が大きな転換となった .2000 年代からは ,少子化を背
景とした両立支援の制度・環境整備に重きがおかれてきたが ,2010 年代からは均等推進の
取組みが増え ,経営戦略として ,女性の育成・登用への関心が高まってきた (松浦  2017).女性
に加え ,障がい者や高齢者への取組みもダイバーシティ推進の括りとして取り上げられる
ことが増加してきたが ,雇用継続に軸足をおいた福利厚生施策や CSR(企業の社会的責任 )
の観点で位置づけられることが多かった .他方 ,ダイバーシティ経営企業 100 選では ,企業の
競争優位を築くための経営戦略の一環としての位置づけが重要視されている .分析対象企
業の 87％で経営理念や行動指針にダイバーシティ経営の位置付けが明確に宣言されてい
る .1990 年代と早くからダイバーシティ推進に取り組んできた企業は ,女性活躍支援から
様々なダイバーシティの拡大 ,経営戦略としてのダイバーシティ (日立製作所 ,リコー ,大阪
ガス等 )と ,深化させている傾向が見られる . 
経営トップを核にした体制を 74％の企業が設置している .また ,取組みの当初は ,「女性活
躍推進室」といった女性に限定されていた組織名が主となっていたが ,推進の経過に伴い ,
性別だけではなく ,「ダイバーシティ推進」と表現や組織名を変更してきている傾向が見ら
れる .表彰企業アンケートによると , 推進主体は ,経営層と一体となって取り組んでいる
(62.0%),人事担当部署を中心に取り組んでいる (35.4%)となっており ,経営層と密に取り組
む企業が多い . 
ダイバーシティ経営導入の背景として ,事業のグローバル化やそれに伴う M&A,外国人
採用・登用により ,人材の多様化が急速に進んだ事例が挙げられる .その中で ,経営トップが ,
外国人やグローバル事業の経験者に変わったことで ,人材の多様化が推進された例も複数
見られる  (LIXIL,カルビー ,日産自動車等 ) .また ,経営理念を見ると LIXIL の Value やカル
ビーの行動規範では ,多様性の尊重を明示的に宣言している . 表彰企業アンケートによれ
ば ,こうしたトップの強いコミットメントが効果的とした回答が最も多く約 60%に上った .   
ダイバーシティ経営に関する社内外に向けた宣言や体制を構築した時期は ,1980 年代か
ら 2010 年代と幅広い .表彰企業アンケート調査によればダイバーシティ経営に取組みはじ
めた時期は ,1980 年代以前から 2000 年代前半が 34.2%,2000 年代後半が 38.0%,2010 年代
が 27.8%となっている .宣言と体制構築の時期の関係では ,宣言と体制構築を同時に実施し
ているケース ,体制構築後に宣言をするケース ,宣言後に人事部などで取組みを開始し ,後に
改めて専任の組織をつくるケースなどに分かれる . 
 
2) 働き方改革  
 働き方改革の取組み内容は ,企業によって異なるが ,勤務時間・場所の柔軟化と長時間労
働の削減への取組み数は 32,多様な人材が働きやすい環境・体制構築への取組み数は 61 と
なっている .特に ,平成 27 年度から働き方改革が重点テーマとして挙げられ ,取組み事例が
増加した .仕事と子育ての両立支援に関しては ,休職・短時間勤務の延長や上司を巻き込ん
だ取得しやすい環境づくりの取組みがみられる (髙島屋 ,日本たばこ等 )が ,支援対象は女性
が主となる . 
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在宅・テレワーク ,出退勤・労働時間の柔軟化は ,利用対象を限定しているものの ,取組み
の効果が出ている企業がある .例えば ,塩野義製薬では ,営業職の育児短縮勤務者を対象にコ
アタイムの無いフレックス制度の導入 ,さらに結婚・出産に際し一定期間異動対象者としな
い制度や勤務地を選択できる制度を整備することで ,女性 MR の離職率を半減させている .
同様にダイキン工業では ,生後 6 か月未満での復帰を図る社員を対象とした ,より柔軟な勤
務形態（4 時間勤務など）や両立支援サービスの拡充により ,早い復職支援を実現している . 
一方で ,制度の利用対象を子育て限定から ,限定なしの全員へと対象を拡大した企業もあ
る .その中には ,女性限定で取り組んできたものの ,効果が薄いことから ,全社員対象の短時
間・短日数勤務制度に変えたケースがある（東日本旅客鉄道 ,東京急行電鉄） .長時間労働
削減については ,一律のノー残業デーや年休取得の義務化といった取組みに留まらず ,残業
をすることは不名誉であるという「職場風土」への変革 (デンソー）や ,朝型勤務へのシフ
ト (伊藤忠商事 ,デンソー )といった各職場で職務にあった工夫や業務改革 ,さらに職場風土
改革に踏み込んだ例もでている .プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン (以下 P&G)
は , 全社員を対象に理由を問わずに在宅勤務を利用できる .また ,これまで女性の職域では
なかった建設や運輸の現場 ,さらに製造ライン等への配属に伴う労働環境の整備の事例が
みられる (大成建設 ,竹中工務店 ,ジャトコ ,日立物流等 ). 
 
3) インクルージョン施策  
人材の多様化や制度・環境整備の取組みに留まらず ,成果につなげるためには ,人材の多
様な価値観や考えを尊重する組織風土が必要となる .ダイバーシティ経営 100 選では ,多様
な人材の活躍を企業経営の価値創造につなげるために ,社内の情報共有や意思決定のプロ
セスの透明化 ,「違い」を強みにつなげるコミュニケーション活性化・職場風土づくりや社
内外への発信・共有の促進が求められるとしている .これらの取組みはインクルージョン施
策と位置付けられる . 
このような取組み例は 51 件と ,経営戦略としての位置づけや働き方改革に比較するとま
だ少ない .多数みられた例としては , 女性社員のネットワークやセミナー等のイベントの
実施がある  (キリンホールディングス ,NTT データ ,野村證券等 ).性別・年齢・職種・国籍な
どの多様な社員のプロジェクト（アサヒビール）や ,発足当初は女性社員のネットワーク活
動だったものが男性の参加が 5 割に増加（LIXIL）のように ,性別限定がされない事例も出
ている .同様に P&G も , 女性活躍推進のみに注力していたウーマンズ・ネットワークを解
散し ,性別や国籍などの複数の多様性を対象とし活躍推進を目指す取組みとして「ダイバー
シティ＆インクルージョン・ネットワーク」へ発展させている . 
前述のように ,表彰企業の約 9 割は ,ダイバーシティに関して経営での位置づけを明確に
宣言しており ,経営トップ自らが ,社員に直接対話をする場やイントラネットを活用し ,発信
を続ける事例もみられる (カルビー ,LIXIL 等）.表彰企業アンケートによると ,「ダイバーシ
ティ経営の発信ツール」は ,経営者自身によるメッセージは 82.3%にのぼっており ,かつ ,効
果的だった取組みでは ,「トップの強いコミットメント」が最も多く 60%にのぼっている . 
 
4) 管理職のマネジメント  
多様な人材の能力発揮をさせるためには ,従業員の仕事のアサインや育成を担う管理職
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の職場マネジメントが鍵となる .管理職のマネジメント変革の取組み例は 54 件であった .
具体的には ,管理職を対象とした研修を通した意識改革が挙げられる (三菱東京 UFJ 銀行
等 ).特に女性部下を持つ上司を対象に ,女性社員の部下育成の方法や無意識の先入観への気
づき ,ライフイベントをテーマに ,男性管理職の意識改革などの取組みが多く見られる（損
害保険ジャパン ,大阪ガス ,大成建設 ,ダイキン工業 ,NTT ドコモ等 .）一方で ,表彰企業アンケ
ート調査結果によれば ,管理職の意識改革・スキル改革に取り組んでいる企業は 81%にのぼ
るものの ,その取組みが効果的であるとした企業は 15.2%と少なく ,効果が得られなかった
とした企業も 12.7%を占める .こうした結果 ,ダイバーシティ経営の推進を阻む要因として ,
中間管理職の意識の問題を指摘する企業が 58.2%と高い .管理職のマネジメントに課題を
抱える企業が多い . 
 
(b) 人事管理システム  
多様な人材を活用するためには ,従来の同質な人材を前提とした人事管理システムの改
革が求められる .雇用管理と報酬管理のそれぞれの領域で ,取組みの特徴を見ていこう .なお ,
取組みの分析では ,特に女性を対象としたポジティブ・アクションは ,採用 ,昇進・昇格 ,能力
開発の要素に分類した .取組み数を見ると雇用管理の領域の取組み数は 279 件で ,報酬管理
の領域の取組み数の 106 件よりも多い . 
 
1) 雇用管理  
雇用管理の領域では ,能力開発・キャリア形成支援の取組みが数多く見られた (表 1).女性
管理職候補者の育成研修が ,多くの企業で行われている .管理職登用への意欲や管理職とし
ての潜在能力がある女性対象に ,管理職としての能力を身につけた上で ,登用をしている例
等である（トッパンフォームズ ,富士通 ,日本 GE 等）.一方で ,研修対象を特定属性に限定せ
ず ,性別・年齢を混在させ ,意図的に多様化させる事例もあった（LIXIL） .女性社員の管理
職登用後の支援や次世代幹部候補育成としてメンター制度も挙げられる (アステラス製薬 ,
大日本印刷 ).グローバル化が背景にある企業では ,海外のグループ企業の人材と日本の人材
の合同の管理職研修（日立物流）や英語能力アップ (楽天 ,サトーホールディングス )の取組
みが行われている . 
 採用では ,女性の積極的採用が挙げられる .女性の採用に数値目標を設定している例  
(LIXIL)や ,退職した女性社員の再雇用制度 (リコー ,トッパンフォームズ )などがある .中途
採用者への取組みはみられず ,新卒採用中心の傾向が伺われる . 
配置・異動に関しては ,女性社員がこれまで担っていなかった職域への拡大や雇用区分の
設計変更が多く挙げられる .職域拡大では ,事務職が中心だった女性社員を営業へ転換（り
そな） ,付加価値創出の仕事へ配置（第一生命） ,ジョブ・ローテーションで点検や商品企
画へ配置（大和ハウス工業）といった事例が挙げられる .雇用区分では ,契約社員から正社
員への転換（三越伊勢丹）,地域限定社員の幅広い職務経験のための一時転勤制度（アフラ
ック）などがある .従業員が職務を選択する社内公募の事例が複数挙げられる .若手社員向
け海外派遣へのチャレンジ制度による女性社員の海外勤務の増加（リコー）や ,新規開店ス
タッフ公募によって補助的な庶務の業務に携わっていた聴覚障がいを持つ社員が新規マー
ケットの拡大業務へ異動（KDDI),アフターサービス部門やロボット事業などこれまで男性
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のイメージが強かった部門や新規事業においての公募による配置 (大和ハウス工業）のよう
に ,これまでとは異なる領域で活躍する事例が出てきている .これは ,企業が人事権を持ち ,
担当職務や勤務地の決定を行う仕組みから ,従業員自身が仕事や配属先を選択することへ
の変革で ,女性や若手 ,障がい者といった人材の配置を可能にしてきたことが伺われる . 
労働時間と場所に関しては ,前述の働き方改革の箇所を参照されたい . 
 
2) 報酬管理  
 多様な人材を ,属性に囚われずに活用し成果を出すためには ,職務と実績にもとづく公正
な評価がされ ,しかるべき職務で能力発揮をするための昇格・昇進 ,実績にもとづく賃金と
いった報酬管理の領域が重要となる .しかし ,ダイバーシティ&インクルージョン施策及び
雇用管理の領域の取組みに比較して ,報酬管理の取組み事例は少ない . 
評価制度に関しては ,2 つの特徴が見られる .1 つ目は管理職や一般職の評価項目に「多様
性尊重」を追加する (日立ソリューションズ ,アサヒビール ,日本たばこ）ケースである .2 つ
目は成果による評価制度改革である .短時間勤務者が評価で不利にならないような時間単
位の成果評価（MSD,大日本印刷 ,大塚製薬）,360 度多面評価 (MSD, 日立物流 )の導入や ,成
果に基づく格付け制度（LIXIL,ダイナックス ,伊藤忠商事）が挙げられる .表彰企業アンケ
ート調査によれば ,人事評価制度の改革に取り組んだ企業は 50%近いが ,効果的だった取組
みとして選択した企業は 2.5％ときわめて低い .人事評価制度の改革が成果を上げるまでに
は時間を要するとも考えられる . 
昇進・昇格に関しては ,女性を対象とした管理職昇格へのポジティブ・アクションが多く
見られた .管理職登用について数値目標設定や ,前述の能力開発・キャリア形成支援の取組
みで挙げたように意識改革や能力向上のための研修や昇格した社員へのメンタープログラ
ムが行われている . 
 昇格制度そのものの改革例としては ,2 つのケースが見られた .1 つ目は ,出産・育児によ
るキャリアアップ上の不利益を生じさせないよう ,育児休業期間を昇進試験受験資格条件
の滞留年数に算入 (東京急行電鉄 )や ,休業・短時間勤務者の評価・昇格に際して ,休業前と復
職後の評価及び成果を対象に昇格査定を行うことにより ,マイナスの影響をなくす制度 (リ
コー )といった ,育児休業などによる勤務をしていない ,いわゆるブランク期間の影響を排除
する制度導入がある .2 つ目は ,年功的な制度から ,貢献度や行動で評価する制度への変更で
ある（LIXIL,塩野義製薬） .後者の 2 社は ,制度変更と共に ,リーダー育成・登用に向けての
サクセッションプランの仕組みを導入し ,多様な人材が登用されるような運用をしている .
昇格・中途採用の社員の能力発揮を意図した昇進資格の短縮・飛び級制度を導入した例も
見られる (東日本旅客鉄道 ). 
賃金制度に関しては ,「成果主義導入だけでは ,慣行は変わらず ,長時間労働が蔓延した中
で , 朝型勤務による変革を評価・賃金に適用 (伊藤忠商事）」「性別や年齢 ,国籍に関係なく職
務と等級 ,成果による給与体系 (日本たばこ , ダイナックス )」「同一職務=同一賃金への制度
改革 (明治安田相互生命 ), といった例があるが ,取組みを行う企業は少ない . 
 
3 .経営成果の特徴  
成果を ,イノベーション ,外的評価の向上 ,職場内効果の 3 点で見ていこう .ダイバーシテ
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ィ推進による経営効果の事例数 (1 社で複数 )は ,プロダクト・イノベーション ,プロセス・イ
ノベーション ,職場内効果 ,外的評価の向上の順となっている .表彰企業の選定基準が ,多様
な人材の能力発揮によってイノベーション創出を重視していることも背景にあろう . 
イノベーションのカテゴリーでは ,「女性社員のきめ細やかなフォローによる信頼」（日
立製作所）,「女性社員ならではの丁寧な気配りとフォローによる顧客との意思疎通が順調
に」（リコー）,「女性社員の細やかな気配りによるコンサルティング業務｣（第一生命）の
ような女性の特性に言及した事例が見られる .「日本では女性の視点を活かすのは B to C
で ,インフラには向かない」 (日立製作所 ),「化粧品業界なので ,女性活躍はあたりまえの風
土」 (ポーラ化粧品 )といった性別と業界の特徴に触れた言及もみられる .女性の感性や特徴
を活かした商品・サービスの例も挙げられている (「女性消費者の視点での商品開発」（日
産自動車） ,「駅の保育サービス」（東日本旅客鉄道） ).なお ,イノベーションの根拠を「女
性の感性」などに求める見方は ,女性を一様に捉えており ,ダイバーシティ経営の考え方と
は異なるが ,表彰企業でもそうした見方が根強いことが確認できる .  
一方で ,これまで女性が従事してこなかった職域に機会を広げることによって ,新たな成
果が出てきた企業もある .具体的には ,「海外との顧客と信頼やマーケット創出」（日立製作
所） ,「建設現場での業務」（竹中工務店 ,大成建設） ,「事務職から営業などの顧客接点へ」
(りそな銀行 ,第一生命保険 )等がある . これらの事例は ,これまで ,男性が担ってきた職務は
女性には向かないとの固定概念を払拭し ,適材適所に配置することで成果を産み出した可
能性を示唆している . また ,配置するだけではなく ,どうマネジメントしたかが ,重要と考え
られる .成功要因を具体的に把握していくことが ,取組みの横展開につながる . 
上記のイノベーション創出により ,顧客満足度の向上といった外的評価の向上につなが
っている企業も多い (全日本空輸 ,野村不動産 ,住友生命保険相互 ).また ,従業員満足度調査か
ら抽出した課題への取組みによる満足度の向上や  (野村不動産 ),職場環境の改善によって
女性や外国人の定着率が向上した例や労働時間の削減が図れた企業が多く見られる . 
 
4.人材の多様度  
表彰企業の各企業の女性管理職比率の分布をみると ,女性管理職比率 5%未満の企業が
46％と約半数を占める .これは ,厚生労働省 (2016) 調査 9 による大企業の課長以上の管理職
比率と近い状況である . 次に多いのは女性管理職比率が 5%から 10％の企業が 29%, 10%以
上の企業は 25%である . 女性社員の割合が 50%未満の企業のほとんどは女性管理職比率が
10%未満にとどまるが ,50％以上の企業では最小 3%から最大 46%までばらついている .  
個々の企業の変化を見ると ,取組みによって女性管理職比率は向上している .女性社員の
採用強化や仕事と家庭の両立支援制度の充実により ,女性社員が増加した企業も多い .ダイ
バーシティ推進は ,人材の多様化そのもの ,例えば女性社員の数や管理職の増加が目的では
ない .女性管理職の比率を目標とすることへは賛否両論の議論がされている .一方で ,表彰企
業でも ,属性の多様化が進んでいないことは ,多様な人材が成果を生み出す前段で ,課題があ
ることが伺われる . 
 
VI.まとめと今後の課題   
本稿では , 日本でダイバーシティ経営を定着させるためには , 人事管理システムがダイ
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バーシティ経営に適合し ,その人事管理システムが機能し ,経営成果を出すためには , 多様
な人材・価値観を受容できる組織風土が必要であるとの問題意識に立ち ,企業事例の再分析
を行った .ダイバーシティが進んでいると表彰された企業の事例分析から明らかになった
ことを ,分析の枠組みに基づいて構成要素毎にまとめていこう .  
 
(1) 内部システム  
(a)ダイバーシティ＆インクルージョン施策  
第 1 に ,ダイバーシティ経営の取組みを ,経営戦略・経営理念の一環として位置づけ ,経営
トップを核とした体制を整え ,推進の取組みは効果がでている . 一方で ,管理職の意識改
革・スキル改革に注力しているが ,現状ではその効果は少ない . ダイバーシティ経営の推進
を阻む要因として ,中間管理職の意識の問題が高く ,中間管理職のマネジメントに課題を抱
えている . 人事施策がライン・マネジメントを介して目的を達成し ,成果を出す (Shen 
2009)といった指摘や , 前述のワーク・ライフ・バランス管理職 (佐藤編著  2014)の部下へ
の影響の大きさからも , 職場で従業員を直接マネジメントする管理職による組織風土の改
革がより重要となる .  
第 2 に ,働き方改革の取組みについては ,労働時間や働く場所の柔軟化は ,両立支援を目的
とした子育てや介護といった特定の社員に限定した取組みで成果を出している企業がある
一方 ,全社員へ取組みの対象を拡大する傾向が見られる .今後 ,柔軟な働き方を必要とする社
員が増加していくことを想定すると ,全従業員への展開が今後の課題となるであろう . 佐
藤 (2016)が提示したダイバーシティ経営に適合的な人事管理システムの特徴の１つである
「多様で柔軟な働き方を全社員に提供し , 社員が選択する」  への移行が今後必要となる . 
第 3 に ,職場の風土改革を促進するインクルージョン施策に取り組んでいる企業は , 限ら
れた .松丘 (2014)は ,女性管理職の登用が進まない阻害要因についての大企業 20 社の事例分
析 10 から ,ポジティブ・アクションや女性管理職候補者研修といった多様化度を高める施
策は行われていたものの ,組織風土やマネジメントスタイルの変革に取り組んでいた企業
は少ないことによると説明している .この点は ,表彰企業でも同様であり ,制度や環境整備に
とどまらない風土改革が ,重要になってきているといえる . 
(b)人事管理システム (雇用管理・報酬管理 ) 
人事管理システムでは ,特に女性を対象とし ,積極的な採用や能力開発やキャリア形成支
援の取組みが多く行われている .職域拡大・雇用区分の設計変更や ,社内公募などで従業員
が職務や勤務地を選択する制度により ,配置・異動を柔軟にできるような取組みが行われ ,
それによる成果も見られる . これは , 企業が配置・異動の人事権を持ち ,職務や勤務地を決
定する会社主導型キャリア管理から , 従業員自身の選択や同意を必要とする自己選択型キ
ャリア管理（佐藤  2016）への移行がダイバーシティ経営に適合する雇用管理の 1 つの在
り方であることを示唆している .  
他方 ,評価・昇格・賃金に関する制度・運用の改革に取り組んだ事例は限られる .評価制
度では ,多様性尊重の項目や，時間ではなく成果重視の要素を盛り込む例が見られる .半数
の企業が評価制度の改革に取り組んでいるものの効果的だった取組みとした企業は 2.5％
ときわめて低い .制度改革はしたものの ,改革内容や運用などに課題があることが伺われる .
昇格は ,子育てなどの休業期間の不利解消と ,年功制度から職務・貢献度重視への制度変更
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の例がみられる . 賃金も , 同一職務・同一賃金や ,労働時間ではない成果重視の賃金制度へ
の変更があったが , いずれも例は限られた .女性や外国人 ,中途採用者 ,若手といった多様な
人材が登用されるためには ,性別・国籍や勤続年数などに関わらない職務と貢献度による人
事処遇制度と年功・年次管理からの脱却が望まれるが ,この点はこれからの課題と言える . 
 
(2) 経営成果  
 ダイバーシティ経営の取組みによる成果では ,女性の感性や特徴を活かした商品・サービ
スといったプロダクト・イノベーションの例が多く見られた .なお ,イノベーションの根拠
を「女性の感性」などに求める見方は ,本来 ,多様な人材活用の一つであった女性を画一的
に捉えている傾向が見られる . この点の解消が今後の課題である .女性や外国人といった
多様な人材を集めたことが ,成果への貢献に結びつくわけではない . 性別等のデモグラフ
ィー型の多様性は ,組織パフォーマンスにマイナスの効果をもたらすとした実証研究もあ
る ( Joshi and Roh 2009, Horowitz 2007). 女性を活用したから成果が出たという捉え方で
はなく ,どのように多様な視点や新しい考え方を取り入れたかの視点で成果を分析するこ
とが必要となろう .一方で女性や若手 ,障がいを持つ社員が従事してこなかった職域に ,社内
公募などで配置され ,新たな成果が出てきた企業もあった .両方とも ,個人の多様性を活かし
た適材適所の配置とマネジメントの視点で捉えることが必要となる . 分析した表彰企業で
も ,女性対象の取組みが多かったが ,グローバル化対応やイノベーションが求められる中 ,外
国人や従来のいわゆる同質人材以外の経験やスキルを保有する中途入社社員といった多様
な人材活用への取組み拡大は ,これからの課題といえる 11.  
 
以上を踏まえると、ダイバーシティ経営を導入・定着し , 経営に貢献するためには , 企
業の経営者や人事等の推進担当者にとって以下の点が重要となろう .  
第 1 に人事管理システムをダイバーシティ経営に適合するためには , 雇用管理の変革の
みならず , 従業員の経営や職務への貢献度を評価・昇格・賃金といった報酬管理に結びつ
けることが求められる . また ,性別に代表されるデモグラフィーだけに着目した取組みに
とどまらず ,働き方改革の対象は全社員とすることが必要となる . 
第 2 に人事管理システムを改革するだけではなく , その制度を運用する際に ,従来の風土
や慣行の解消策を行うことが必要である . 特に直接 ,従業員の人事管理を行う管理職が鍵
となる .  
第 3 に ,経営成果の考え方を画一的な属性によるものに限定しないことである . 多様性は
個人毎に異なり , どう適材適所に配置するかが重要となる . 
 
 最後に , 本稿の限界と今後の研究課題をまとめておきたい .日本の企業におけるダイバ
ーシティ経営の課題として ,人事管理システムのダイバーシティ経営への適合性 , 組織風
土 , 成果の 3 点に着目したが ,本稿では表彰企業の取組みと成果の特徴 ,すなわち内部シス
テムと成果の各構成要素を分析にとどまった . ダイバーシティ経営における組織風土の実
態と各構成要素の関係は ,分析できていない .多様化からインクルージョンを経て成果を出
すフェーズにおいて ,ダイバーシティ経営に適合した人事管理システムと ,制度を目的どお
りに運用し成果を生むための要件を明らかにすることは今後の研究課題としたい . 
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また ,対象とした企業の事例に関する点である . 本稿では , 日本においてダイバーシティ
が進んでいると思われる企業の実態を明らかにするためにダイバーシティ経営 100 選の表
彰企業を対象とした .分析データは ,運営委員会の選択基準によるものとなるが , 選定項
目・選定時期が共通である特徴を持つ .一方で , ダイバーシティ経営 100 選の評価項目以外
の視点として , CSR 報告書や IR 報告書等の他のデータで補足する必要があろう . この場合 , 
評価の項目や公表データの時期の共通化が課題となる .また , 評価項目の補足としては , 他
の表彰や認定の項目を活用する方法が考えられる 12. また , 今回は , 一定の基準において , 
日本でダイバーシティ経営が進んでいるとされる企業の実態を明らかにしたが , それ以外
の一般企業の実態との違い , 例えば , データの入手は難しく限られると推定されるがダイ
バーシティ経営が進んでいない企業との違いを訴求することによって ,日本の企業のダイ
バーシティ経営の課題や推進の阻害要因が , 一層明確になろう .  
 
表１  ダイバーシティ経営 100 選の分析結果    
 
＊謝辞  本論文の執筆にあたっては ,3 名の査読者から有益なコメントおよび指摘を頂き
ました .この場を借りてお礼を申し上げます . 
 
事例数
①自社の経営理念とダイバーシティ経営の明確化 73
②. 経営トップを核にした体制・計画づくり 63
(2) 多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
　　(B）　勤務環境・体制の整備 ①勤務時間・場所の柔軟化と長時間労働の削減 32
(2) 多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
　　(B）　勤務環境・体制の整備 ②多様な人材が働きやすい環境・体制構築 61
①情報共有・意思決定プロセスの透明化 4
②「違い」を強みにつなげるコミュニケーション活性化・職場風土づくり 27
④多様なステークホルダーとのコミュニケーションを通した成果の発信・共有 20
管理職のマネジメント
(2) 多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
    (C)  社員の意識改革・能力開発 ②マネジメント層の意識改革・スキル開発 54
採用
(2) 多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
    （A)　人事制度・人材登用 ②多様な人材の積極的な登用・採用 57
(2) 多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
    （A)　人事制度・人材登用 ③個々の強み・多様性を引き出し活かす配置・転換 59
(３）多様な人材の活躍を価値創造につなげるために ③適性配置を可能にする機会・業務の創出 54
労働時間　＋場所
(2) 多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
    (B)　勤務環境・体制の整備 ①勤務時間・場所の柔軟化と長時間労働の削減
能力開発
(2) 多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
    （C) 社員の意識改革・能力開発 ①キャリア形成や能力開発のための教育・研修の拡充 109
評価
(2) 多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
     （A)　人事制度・人材登用 ①職務の明確化・公正で透明性の高い人事評価制度 46
昇進・昇格（格付け制度含む）
(2) 多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
     （A)　人事制度・人材登用 ②多様な人材の積極的な登用・採用 45
賃金 18
①プロダクトイノベーション ①プロダクトイノベーション 77
②プロセスイノベーション： ②プロセスイノベーション： 61
③外的評価の向上 ③外的評価の向上 38
④職場内の効果 ④職場内の効果 50
成果 ダイバーシティ経営の成果
配置・異動
ダイバーシティ経営100選の枠組み分析の枠組み
インクルージョン施策 (３）多様な人材の活躍を価値創造につなげるために
人
事
管
理
シ
ス
テ
ム
ダイバーシティ&
インクルージョン施策
報酬管理
雇用管理
(1) ダイバーシティを経営戦略として進めるために経営での位置づけ
働き方改革
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 [注 ]    
1. 経済産業省のダイバーシティ経営企業 100 選では ,ダイバーシティ経営を「多様な人材
を活かし ,その能力が最大限発揮できる機会を提供することで ,イノベーションを生み出し ,
価値創造につなげている経営」と定義している . また ,J-Win はダイバーシティ・マネジメ
ントを，国籍や性別・経歴・年齢等，多様な人材がもたらす異なる考え方から，新しいア
イデアを見出し，環境の変化に即した革新的な企業経営の原動力とする経営戦略と定義し
ている . 尾崎 (2017)は ,「組織において，多様な人材を適材適所で活用して生産活動を行う
こと」とした上で ,ダイバーシティ・マネジメントを実施するために必要な組織能力を，「ダ
イバーシティ・マネジメント能力」と分けて定義している . 
2.2016 年から 2017 年にかけてダイバーシティ推進に関連する法改正が行われた .2016 年 4
月に施行された女性活躍推進法では ,301 人以上の大企業に対して ,定量的な目標（数値目
標） ,実施時期 ,取組み内容 ,取組み期間の４点を必須記載事項とする「行動計画」の公表を
義務づけた . 続いて ,2017 年 10 月に施行された改正育児・介護休業法では ,男性の育児参加
促進や仕事と介護の両立支援が盛り込まれた .また ,働き方改革実行計画が  2017 年 3 月に
発表され , 女性や育児・介護といった限定された対象ではなく ,処遇の改善 ,制約の克服 (時
間・場所等） ,キャリアの構築といった広く働く人の視点にたった課題が挙げられた .  
3. “子育てサポート企業”として ,次世代育成支援対策推進法に基づき ,一定の基準を満たし
た企業が「くるみんマーク認定企業」,くるみんマーク認定企業の中でも高い水準の取組み
を行っている企業が「プラチナくるみん認定企業」として厚生労働大臣により認定されて
いる .また ,女性活躍推進法の施行と共に ,女性活躍推進の取組み状況の優良な企業として , 
一定の基準を満たした優良企業を「えるぼし企業」として厚生労働大臣が認定している .  
4. 日本の正社員 (無期労働契約 , 直接雇用 )の特徴として , 職務 , 勤務地や時間について限
定されていないとして「無限定正社員」とする議論がある．労働サービスを制約なしに企
業に提供するという意味で「無制約社員」とも呼ばれる (濱口  2011,2013, 今野 2012)．  
5. Joshi and Roh (2009)や Horwitz ら (2007)は , 性別・国籍・年齢など目に見える属性で
ある「デモグラフィー型多様性」と能力・職歴・経験など業務に関わる属性である「タス
ク型多様性」の 2 種類の多様性を分析の軸とし , 経営成果とそれぞれの多様性の関係に関
する実証研究に関する文献サーベイを行い , 両者の関係に一貫性がないことを明らかにし
た．また,Bowers（2000）は,13 の文献サーベイの結果,性別やパーソナリティ・態度・能
力の水準におけるダイバーシティを区別し,パフォーマンスとの関係性を調査したが,有意
な結果を得ることはできなかったとしている .  
6. 表彰企業の取組み内容は ,経済産業省の（新）ダイバーシティ経営 100 選ホームページ
による .表彰企業アンケート調査も同ホームページに掲載されている . 
7. Shen(2009)らは ,ダイバーシティの施策の既存研究を採用や選抜 ,研修等の人材開発 ,評
価 ,報酬といった HRM の要素の視点でレビューを行った .90 年代から 2000 年代の文献レ
ビューの結果 ,企業の取組みは ,不平等や差別に対するアファーマティブ・アクションや機
会均等が主要な課題であり ,ダイバーシティが生む価値や活用については ,未だ少ないこと
を明らかにし ,前者と後者の課題に対し ,ダイバーシティ・マネジメントのフレームワーク
を提唱した .人事施策には ,戦略レベル ,戦術レベル ,運用の 3 つのレベルでの活動が必要で
あり ,すべてのレベルでライン・マネージャーが重要な役割を果たすとした . 
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8.人事管理の構成要素は ,佐藤・藤村・八代（2015） ,今野（2012）を参考にした .労働場所
に関する制度は ,労働時間と場所の構成要素とした .また ,労使関係管理は ,本研究の対象外
のため割愛した . 
9. 厚生労働省（2016）によると ,課長以上の管理職に占める女性比率は ,1000 人から 4999
人規模の企業で 4.2％ ,5000 人以上の企業で 5.4％である . 
10. 松丘 (2014)は ,日本の企業 20 社（10,000 人以上 13 社 , 1,000～10,000 人未満 6 社 ,1,000
人未満  1 社 , 企業名は非公表）を対象にインタビュー調査を行った . 女性管理職が増えな
い阻害要因の分析において , 排他的な価値観や管理型マネジメント，不公平な職務付与と
いったインクルージョンの課題が多く認識されているとした . 
11. この点に関連し ,経済産業省も ,人材の多様化 ,特に女性の就業継続や数を増やすことに
注力した状況の「ダイバーシティ 1.0」から ,経営上の効果をもたらすダイバーシティ経営
「ダイバーシティ 2.0」への実現を提言している .詳しくは経済産業省 (2017) 「ダイバーシ
ティ 2.0 検討会報告書」を参照されたい .  
12.企業におけるダイバーシティ＆インクルージョンの取組みの推進基準や成果について ,
欧米・日本で ,国や団体が行っている表彰制度が ,一つの指針となる (井上  2015).米国の
Catalyst は Catalyst Award において ,経営戦略の明確化 ,事業の目的達成との関連 ,トップ
マネジメントの参加や広報活動といった要素で評価をしている .また ,表彰ではないが
European Commission (2003) は ,測定項目として ,トップマネジメントのコミットメント ,
戦略と計画 ,組織づくりの方針 ,推進担当部署 ,活動の評価 ,マネージャーへのインセンティ
ブ ,教育訓練 ,社内訓練 ,社内外のネットワーキングやコミュニケーションを提示している . 
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